
社会保障審議会年金部会  
パート労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループ  

（第5回）  

平成19年1月25日（木）10時～12時  

於 厚生労働省議室  

議事次第  

○関係団体からのヒアリング等  

・全国ビルメンテナシス協会  

・日本給食サービス協会   

t全日本自治団体労働組合  

・日本サービスー流通労働組合連合  

・日本郵政公社労働組合  

【配付資料】  

○全国ビルメンテナンス協会提出資料  

○日本給食サービス協会提出資料  

○全日本自治団体労働組合提出資料   



全国ビルメンテナンス協会  

提出資料   



（社）全国ビルメンテナンス協会  

平成19 年1月 25 日  

社会保障審議会年金部会  

パート労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループによるヒアリング事  

項に対する回答  

Ⅰ パート労働者の就業実態等  

1．年齢構成について  

（社）全国ビルメンテナンス協会は、ビルメンテナンス業界の実態と現況、及び今後の動  

向等を把握することを目的として、全国の加盟企業に対して、調査事業所の概況、経営状  

況、労務状況、地区本部別事業活動データ及び企業経営（抱える問題点と今後の展望）等に  

ついて、毎年実態調査を行っている。   

当該調査におい て、ビルメンテナンス業常勤従業員の職業別・年令別従業員数について  

は把握しているが、パート労働者については職業別人数及び割合のみ把握し、年齢別につ  

いては把握していない。   

しかしながら、常勤従業者の年齢別構成は高年齢者の割合が高い（50～59才（36．2％）、60  

～64才（18．0％）65才以上（9．6％））ことからパート労働者についても年令別従業員数の割合  

は常勤従業員と同様な傾向であるものと推測している（資料1参照）。   

2．週所定労働時間の分布  

（社）全国ビルメンテナンス協会が、会員企業3，157社に対してアンケート調査（平成18  

年10月末現在）を実施した結果、非常勤労働者のうち、週30時間以上就労している者94，352  

人、週25時間以上30時間未満就労している者85，797人、週20時間以上25時間未満就労  

している者127，588人、週20時間未満の就労者200，730人で合計508，467人と推計される  

（資料2参照）。   

3．勤続期間の分布   

調査把握していない。   

4．賃金の分布   

実態調査において、 ビルメンテナンス業においてパート労働者数の78．9％、（清掃業では  

62．8％）を占める清掃業における平成18年6月時点の全国平均賃金（時給）は766円となっ  

ている（資料1及び3参照）。   

5．パート労働者であっても正社員に近い取扱いを行っている場合があるか、及びそ  

の区分の基準等   

大半の企業において、パート労働者に対しても有給休暇を付与し、交通費（実費）を支給  

しており、厚生年金及び健康保険以外での福利厚生面での区分は行っていない。  
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Ⅱ 企業への影響（財務面、事務面）  

1．財務面   

パート労働者に関するアンケート調査（平成18年10月末現在）結果及び第37回実態調  

査結果を基に、厚生年金へのパート労働者加入拡大に伴う負担増の試算結果は、次のとお  

りである（資料4参照）。   

（1）パート労働者及び企業等の負担増額   

①労働時間が週20時間以上30時間未満の非常勤労働者への加入が義務づけられた場合  

の負担増額は、   

1）非常勤労働者1人当たりの年間負担額は、72，902円  

2）会員企業全体の業界年間負担増額は、15，556，193千円  

3）会員企業1社当たりの年間負担増額は、4，927，524円  

②労働時間が週25時間以上30時間未満の非常勤労働者への加入が義務づけられた場合  

の負担増額は、   

1）非常勤労働者1人当たりの年間負担額は、80，192円  

2）会員企業全体の業界年間負担増額は、6，880，233千円  

3）会員企業1社当たりの年間負担増額は、2，179，357円  

（3）会員企業の営業利益に対する保険料負担割合   

第37回実態調査によれば、平成17年度の会社全体の年商（ビルメンテナンス業以外の   

売上を含む）は平均17億5，700万円となっている。 また、総年商に占めるビルメンテナ   

ンス業務の売上げ比率（ビルメン専業率）をみると、年商規模10～20億円未満の規模で   

は71．0％となっていることから、会員企業平均のビルメンテナンス業に限定した年商は、  

12億4，747万円と推計される。   

一方、平成17年度の会社全体の総収入（ビルメンテナンス業以外の売上を含む）に占   

める営業利益率は2．8％となっているが、年商規模12億円～24億円規模における営業利   

益率は2．6％となっていることから、会員企業平均のビルメンテナンス業に限定した平成  

17年度の営業利益は3，243万円と推計できる。  

以上のことから、厚生年金へのパート労働者加入拡大に伴う会員企業の負担は、平均の  

会社でみると、次のとおり極めて厳しいものとなるものと推察される。   

①週20時間以上30時間未満労働するパート労働者が加入とした場合の営業利益に対す  

る割合は15．2％となり、   

②週25時間以上30時間未満労働するパート労働者が加入とした場合の営業利益に対す  

る割合は6．7％となるものと推計できる。  
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更に、実態調査結果平成17年度の営業利益率の分布状況を見ると、赤字の企業が17．6％  

あるほか、利益率2．0％未満の企業で全体の40％強（0．1～1．0％未満が12．5％、1．0～2．0  

未満が15．4％）を占めている。このため、パート労働者への年金対象が拡大され、保険料の  

負担が増加すると赤字企業の赤字幅は増大し、収益率の低い企業は赤字へ転落するものと  

考えられる。このように、ビルメン業における30％以上の企業の存亡に係わる大きな問題  

である。  

2．企業への影響（事務面）   

ビルメンテナンス業においては、パート労働者の割合が常勤労働者の割合より多いこと  

から、賃金から保険料を徴収する事務にも業務量を要することとなる。  

Ⅲ 雇用への影響   

非常勤労働者の割合が常勤労働者の割合より多いビルメンテナンス業界では、保険料の  

負担が増大することは、企業の存亡にかかわる大きな問題であることから、非常勤労働者  

の削減や厚生年金の対象外（週20時間未満）へシフトすることを模索するものと考えられる。  

このため、雇用労働者にとっては経営者から解雇や労働時間の削減など雇用調整の該当者  

にされるのではないかと、常時不安を抱いて就労する日々を迎えるなど雇用への影響は多  

大となる。  

Ⅳ 適用拡大についての団体内における認識   

厚生年金の被保険者資格の範囲を拡大して短時間就労の非常勤労働者についても適用す  

ることは、パート労働者を多数雇用しているビルメンテナンス業の殆どの企業にとって、  

今後の影響について大変憂慮しているところである。パート労働者の多数雇用は、我が国  

の失業者等救済の施策に合敦するものであり、ビルメンテナンス業界は社会的貢献の一つ  

だと考え積極的に導入してきた。   

ビルメンテナンス業は、労働集約型産業であり雇用労働者約89万4千人、うち非常勤労  

働者が約50万8千人で56．9％を占めている。   

近年の経済情勢を反映して、大半の企業が売上高・収益率とも低下している。こうした  

極めて厳しい経済社会情勢の中で、非常勤労働者の厚生年金加入への適当拡大が図られる  

と、ビルメンテナンス業の各社は、経営基盤の脆弱な中小企業が殆どであり、経営者が受  

ける打撃は極めて甚大である。  

Ⅴ パート労働者の意識・意見   

調査把握していないが、特に国民年金3号被保険者の負担は、極めて大きくなることか  

ら、賛成するとは考えられない。  
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社会保障審議会年金部会  

パート労働者の厚生年金適用に関する  

ワーキンググループによるヒアリング事項に対する回答  

資 料 編  

（社）全国ビルメンテナンス協会  
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贋料ぬ苫   

業務内容剖、年裔別従業員数   

常勤鑑某真の業務内容別従業員境成をみると、一般清掃（433％）、設備管理く1臥9％）、保安警備・屁車場  

管理（15．6％）、その他のピルメン業者（11．9％）、間接業務（10．3％）●と卓っている（国表仏1）。   
また、男性の占める割合を各業務別にみると、設備管理（98．5％）と保安審億・駐車場管理（96．4％）など  

では圧倒的に高く、ほとんどの従莞員が男性であるが、一般席膚く弧2％）では相対的に億V、。   

パートタイマーと臨時・アルバイトでは、一般清掃に農わる人の割合が6～8朝と高くなっている。  

国表小8－1】軽業別・年範別従弟員数  

単位：人、（％）  

常勤従業員  1一般清掃  2設備管理  3冨芸去  4諾竺の  5問凄業務   合 計   

知慮未満   3．6   3」2   1．6   乞8   2．0   1息2 （細）   

30～亜歳   7．5   a8   3ユ   4．0   5．0   26．4（17J）   

45－‘蛤歳   5∫   2．7   1．5   1プ   1．7  13．2 く島．弟   

50～54歳   10．2   3月   3．0   2．2   2，0   21．3（14．3）   

訪～59歳   16．6   5．8   5．る   3．為   32．6（2l．9）   

60～朗應   13．6   3β   5，3   2．5   1．4   

1．2   0．6   

17．ア（11．9）  15．3（10．3）   

8．8く49A）  10．7（69ぷ）  漁1（E軋る）   

パートタイマー  126．0（78β）  も5（2▲8）  9．7（8＿1）  18．2（11．4）  1．4（OJ9）  1ぬ7（100．0）   

うち男優   20．7（16．4）  4．2（幻．6）  9．1く94．5）  4．4（2ム粛  03（払0）  認月（朗j）   
臨時アルバイト  10月（弱．1）  1．1（6力）  2β（183）  鼠2（1a．3）  0．2（1．2〉  17月（100．0）   

うち昇性   3．5（3＆幻  1．0（関劇  2．3（80月）  L3（39．5）  0．1（41β）   8．2（粛Ⅶ）   

く注1）（）内は構成比  

性2）合計についてのみ記入している事業所を除いて集計。  

（注3）「開凄幕藩」とは営業・事務職などの間接幕藩。  

（注4）Nコ738   



資料恥2  

ビルメンテナンス業 業種別従業員数調査（10月末現在）  

（単位：社，人）  

1 一般清掃  2  設備管理  3  4 －謂諜  5  間接業務   合計   

回収企業数  1．504   1．030   884   了42   1，045   1．637   

従業員数合計  545，452   89，802   94．344   109．902   54，480   893，981   

常勤従業員数  167．030   73，489   5ヰ，470   46，907   43，618   385．514   

非常勤従業員敬  378，422   16，313   39，874   62．9g5   10，862   508，467   

週30時間以上  59，338  7，094  14，315   10．550   3．05了   94．352  
トユ  

週25時間以上～遇30時間未満  57，160  3，462  9，125   13，748   2，301  85．了97  

過20時間以上～週25時間未満  g9．961  2，3fは  6，603  16，835  1，802  127．588  

遡20時間未満  用1，965  3．369  9，831  21．862  3，702 200．730  

合計  378，422  16，313  3乳874   62．995  10．862  508．467  



資料恥3■  

地区本部別・月番規模別中途採用者の平均貸金  

骨勤徒繋貞（月額）  バート  

一般清掃  一般席掃  一般清浄  
弼電  

（男子）  （女子）  （時給）  

本 社 平 均  ．  166，434    吉和0  766   

（注1）調査票では、牛革鱒～訓戒雀度の常勤従業貞を想定して回答してもらっている。  

（注2）「設備管理」では、電気主任技術者の資格を有する男子従募兵を想定している○  

（注3）常勤従業員は19万円未帝、100万円以上、パートは100円未熟10．000円以上の回答をサンプルから除  

外した。   



糞料恥d  

Ⅱ 企業への影響（財務面、事務面）  

1．財務面（厚生年金へのパート労働者加入拡大に伴う負担増の試算結果）   

パート労働者に関するアンケート調査（平成18年10月未現在）結果及び第37回実態調  

査結果を基に、下記により厚生年金へのパート労働者加入拡大に伴う負担増の試算を行っ  

た結果は、次のとおりである。   

（1）条件設定について   

①厚生年金への加入基準  

［要件1］労働時間が週20時間以上30時間未満の非常勤労働者への加入が義務づけ  

られるものと仮定した場合。  

［要件2］労働時間が週25時間以上30時間未満の非常勤労働者への加入が義務づけ  

られるものと仮定した場合。  

②試算対象企業数及び労働着数  

平成18年10月未現在における会員企業数（3，157社）及び非常勤労歯音数（推計）  

とする。非常勤労働者数（推計）は次のとおりである。  

表1 非常勤労働者数詞べ（全国会鼻企業推計）  （人）  

清掃   設備   
その他の  

パート労働区分  警備  間接業務   
労働者数  

BM業 合計   

週20時間以上30時  
157，121   5，850  16，728  30，583   4，103  213，385   

間未満労働［要件1］  

週25時間以上30時  
57，160   3，462   9，125  13，748   2，301  85，797   

間未満労働［要件2］  

注）資料2により作成  

③保険料率   

保険料率は1，000分の146．42（平成18年9月～19年8月）と設定し、これを会社   

と被保険者が折半く1，000分の73．21ずつ負担）するものと仮定する。   

④パート労働者の時給   

平成18年6月時点における岬般清掃時給（全国平均）の766円と仮定する。   



（2）非常勤労働者及び企業等の負捜増毛削こついて   

①週20時間以上30時間未満労働する非常勤労働者が加入とした場合。平均労働時間を  

週25時間と設定する  〔要件1のケース］  

1）非常勤労働者の年間負捜額について  

i）766円×25時間×52週＝錮5，800円 く年間貸金）  

五）995，800円×0．07321＝72，902円（パート労働者の年間厚生年金保険料負担額）  

2）会員企業全体の年間負担増額  

72，902円×218，3∬人二王醜男」睾杜の年間保険料墳担増顧ト   

3）会員企兼・1社当たり年間負轟増額  

15，556，193，270円÷3157＝4，927，524円  

②週26時間以上30時間未満労働する非常勤労働者が加入とした場合。平均労働時間を  

週27．5時間と設定する  ［要件2のケース］  

1）非常勤労働者の年間負担額  

i）766円×27．5時間×52週＝1，095，謂0円（年間貸金）  

五）1，㈹5，380円XO．07321＝革む19醐   

幻会長企業全体の年間負担増額  

80，192円×85，797人三島朗0，233，024円（会社の年間保険料負担増額）   

3）会員企業1社当たり年間負担増額  

6，880，233，024円÷3157＝2，179，357円   



（3）会員企業の営業利益に対する保険料負担割合   

第37回実態調査によれば、表2のとおり平成17年度の会社全体の年商（ビルメンテナ  

ンス菓以外の売上を含む）は平均17億5，700万円となっている。  

表2 年商規模別企業割合  

年  商  規  模  別  

2   

ン  万  万  サ              5，000  5，000  1    4  童 6 箋 8ilO 盲 20  50  ‖ 1平  

プ  
円  

＝＝＝＝よ  円  均  
′、  

億 億  万  

数  
円  
）   

ル  満   

i   

t  4．8   …  

全国平均  993  2．0  H 6．7ト3，0   盲20・6    12・8i乱l       邑 13・6卜11・2邑7・4   【175，701     ‖ H    ‖ ‖    l  ！  
総年商に占めるビルメンテナンス業務の売上げ比率（ビルメン専業率）をみると、年商  

規模が大きな事業所ほど、終年商に占めるビルメン業務の割合は低い償向が見られる。  

表3 年商規模別ビルメン専業率  

サ  ビ ル メ ン 専 業 率  

ン  

プ  

ル  ‖ ％ 萱  ％～ ％～ 萱   ％ ～   

数   

本 社 平 均’   990  8．1   

20  4020i6040≧   80 60    円 10080】  100 竜  平                   】 Ⅷ  ％       未 － 浦  ーた－     ‘宗   未 清    均   
6．9    l l － 7．1‡12．7   40．7  24・5 事  78．0  

年  
0．0   10．0  5．0∈  5．0  40．0．  40．0  

5，000万～1億円未満   67   1．5  3．0  0．0  11．9  28．4  
商  1～2億円未満   128   1．6  3．9  u 4．7！15，6   25．0  49．2  187．4  

2～4億円未満   205   4．4  5．9   7．3   7．8  4乱8  25．9   83．2  
規  4～6億円未満   125   4．0   6．4  8．8   山 9．6：51．2   20．O t 81．1  

6～8億円未満   80   8．8  J13■8  －  6■3   16．3 星 37．5   】17■5  
模  8～10億円未満   46   0．0  8．5  8．7  26．1  37．0！21．7  

10～20億円未満   135   14．l  7．4   8．1  ‖ …15．6  39．3  15．6  
別  

20～50億円未満   111   15．3  8．1   乱1  9，9  52．8  ．3 70．1  
50億円以上   73   27．4   8．2  11．0  16．4！30．1   6．8   57．1  

年商規模10～20億円未満の規模では71．0％となっていることから、会員企業平均のビ  

ルメンテナンス実に限定した年商は、12億4，747万円（17億5，700万円XO．71）と推計さ  

れる。   



一方、平成17年度の会社全体の総収入（ビルメンテナンス業以外の売上を含む）に占  

める営業利益率は、表4のとおり2．8％となっているが、年商規模12億円～24億円規模  

における営業利益率は2．6％となっている。  

表4 年商規模別経費・利益構成  

サ  
H u 矧  

‖ t u    ン プ ル 数   

Ⅷ   注  
件 費  

費  

1   件 費   

本 社 平 均  663  52．7   臥7   19．8  飢．2 星  5．l   11．0   2．8  

6，000万円未満i  148  ≧54・8  9．7  12．3    土 76．8  7．6   ‖  14．0  1．7  

H   4．3 …12．3  2，7  

2．4～3．6億円未満  88  … 弧3  川  9．7  15．5  80．5  4．9   12．0  蔓 2．6  
3．6～6億円未満  93   53．9  8．5  H  20．1  82．5  3．5   10．5  ！3・5  
8～12億円未満  100   50．8  8．2  モ 23．6  182・4  邑 5・4  9．1  
12～2  63   50・g  8．4  u 盲24■5  83．g  4．8  8．7  

24′－6  50   45．7  6．8  盲 31・2  u ；83・7   3．4  2 8・4  

60億円以上  39．8  山  5．9  38．6  u 竜84・3   5．4   8．1  ∃ 2・3  6，000～1．2偉円未満   77   ！56．2   H  10．1！  11．1 H  77．4   ‖ 7．3l  13．6   
1．7  

会員企業平均のビルメンテナンス業に限定した平成17年度の営業利益は3，243万円  

（12億も747万円×0，026）と推計できる。  

以上のことから、厚生年金へのパート労働者加入拡大に伴う会員企業の負粗は、平均の  

会社でみると、■次のとおり極めて厳しいものとなるものと推察される。  

①遍20時間以上30時間未満労働するパート労働者が加入とした場合の営業利益に対す   

る割合は15．2％（4，927，527円÷32，430，000円＝15．19％〉となり、  

②週25時間以上30時間未満労働するパート労働者が加入とした場合の営業利益に対す   

る割合は6．7％（2，179，357円÷32，4恥000円＝6．72％）となるものと推計できる。  

更に、実態調査結果平成17年度の営業利益率の分布状況を見ると、赤字の企業が17．6％  

あるほか、利益率2．0％未満の企業で全体の40％強（0．1～1．0％未満が12．5％、1．0～2．0  

未満が15．4％）を占めている。このたゆ、パート労働者への年金対象が拡大され、保険料の  

負担が増加すると赤字企業の赤字幅は増大し、収益率の低い企業は赤字へ転落するものと  

考えられる。このように、ビルメン菓における30％以上の企業の存亡に係わる大きな問題  

である。  

2．企業への影響（事務面）   

ビルメンテナンス業においては、パート労働者の割合が常勤労働者の割合より多いこと  

から、賃金から保険料を徴収する事務にも兼務量を要することとなる。  

－了－  
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日本給食サービス協会  

提出資料   



「パート労働者の厚生年金適用に関するWG」資料  

社団法人 日本給食サービス協会  

集団給食産業の概要  

会社、官庁、病院、福祉施設、学校給食のコントラクトフードサービス  

会員数：189社  1日の提供食数：750万食  

二iパー   
ト従業員の厚生年金適用拡大に係わる影響度調査結果  

11押ゝヽ Ⅳyヽ m【脚珊瑚▲酬計11外l¶城t 捏、 ノ Y′、rト珊l叫鵬1．  

（平成18年12月1日実施：会員企業調査）  

回答数：94社（回答率49，7％）  

1、パート従業員比率：75，3％   

集団給食産業は、パート従業員の占める割合が高い業界。  

（正社員48，750人、パート従業員149，014人）  

2、パー ト従業員の勤続年数：2年未満が過半数  

（Dl年未満  

②1年以上2年未満  

③2年以上  

47，837人（32、1％）  

33，809人（22、7％）  

67，368人（45、2％）  

3、パート従業員の1週間当たりの労働時間数：30時間未満が72，3％  

（D20時間未満  

②20時間以上29時間未満  

③30時間以上  

40，317人（27、0％）  

67，448人（45、3％）  

41，249人（27，7％）  

4、パート従業員の月収：年収130万円未満に調整して働く傾向  

①98，000円未満  

②98，000円以上  

92，598人 （62、1％）  

56，416人 （37，9％）  

5、従業員数（正社員）が300人以上の企業数：中小企業が大多数  

37社   （19．6％）  

－1－   



パート従業員の厚生年金適用拡大に係わるアンケート調査（個人）  

（中間とりまとめ）  

＊アンケート調査概要   

実施時期：平成19年1月5日～平成19年1月19日   

対  象：会員企業を通じて各給食事業所が無作為抽出したパート・アルバイトにアンケート  

調査用紙を配布・記入していただき回収した  

回答数：7，495名（女性：7，099名（94，7％）  男性：396名（5，3％）  

1、パートタイマーの年齢階層：高齢層の占める割合が高い  

（∋20歳代：461人 （6．2％）  

②30歳代：1，198人（16．0％）  

③40歳代：1，937人（25．8％）  

④50歳代：3フ082人（41．1％）  

（960歳代：817人（10．9％）  

2、パー トタイマーの年金加入状況：配偶者に扶養された3号被保険者が多い  

①勤務先の厚生年金に加入：1，197人（16．0％）  

②会社員等の配偶者に扶養され3号被保険者として加入：4，466人（59．6％）  

③年収が130万円以上のため、保険料を負担して国民年金に加入：1，151人（15．3％）  

④厚生年金、国民年金いずれにも加入していない：681人（9．1％）  

3、再チャレンジ政策に伴う厚生年金適用拡大の検討認知度：知っているが6割  

①知っている：4，627人（61．7％）  

②知らない：2，868人（38．3％）  

4、週20時間以上労働での厚生年金加入の賛否：反対が2／3強  

①賛成：2，344人（31．3％）  

②反対：5，151人（68．7％）  

◎賛成の理由   

ア、将来の年金を受給：1，873人（69フ6％） イ、女性が自立できる制度：426人（15．8％）  

◎反対の理由   

ア、手取りが減少：1，804人（31％）イ、将来の年金支給はあてにならない：1フ735人（30％）   

ウ、少しでも収入が欲しい：1っ218人（21％）ェ、都合のよい時間に働きたい：1，064人（18％）  

－2－   



合 提出資料   全日本自治団体労働組  



社会保障審議会年金部会  

「パート労働者の厚生年金適用に関するワーキンググループ」ヒア リング資料  

自治体における  

臨時一非常勤等職員の現状   

2007年1月25日  

全日本自治団体労働組合   



■自治体における臨時・非常勤等職員の増加（自治労組織基本調査より）  

－1－   



＊2006年については暫定値  

■都道府県、政令指定都市及び市町村等の臨時・非常勤職員数（単位：人）  

一般事務  看護師   保育士   ヘルパー  給食調理  技能労務   合計   

都道府県   27，711   4，417   1，508   30   1，900   10，565   46，131   

政令指定都市   9，562   1，342   4，761   47   1，639   6，030   23，381   

市町村等   75，042   15，553   71，992   1，242   31，774   41，331   236，934   

合計   112，315   21，312   78，261   1，319   35，313   57，926   306，446   

＊総務省2005年4月1日現在調査より自治労作成   

＊調査対象は全自治体の臨時・非常勤職員（任期付短時間勤務職員などを除く）で、任用期間が6ケ月以   

上または6ケ月以上となることが明らかかつ、1週間あたりの勤務時間が20時間以上の職員   

＊「市町村等」には特別区および一部事務組合等が含まれる   

＊これらの職種のほか、技術職員、医師、医療技術員、教員、講師、相談員、指導員、調査員などがおり、  

総務省調査による自治体の臨時・非常勤職員の総計は、455，840人となっている  

－2－   



■自治労「第4回臨時・非常勤等職員の現状と意識についてのアンケート調査」結果  

＜調査の概要＞   

○調査対象   

○調査方法  

自治労に加盟している自治体等で働く臨時・非常勤等職員（非組合員も含む）  

調査票への自記入方式。自治労「組織基本調査」における臨時・非常勤等職員数をもと  

に各地連への割り当て枚数を算出し、各地連から無作為に選出した県本部・単組から対   

象者に配布   

2005年11月～2006年1月   

3，577枚（35．3％）  

・仕事の性格（「恒常的」か「臨時的」か）   

・契約上の雇用期間、実際の雇用期間   

・勤務時間、収入、労働条件（各種休暇・保険、健康診断）   

・仕事や職場についての意識   

・労働組合加入の有無と組合活動への意識  

○実施時期   

○有効回答数   

○主な調査項目  
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■各種保険への加入状況   

○健康保険には9割（90．4％）、厚生年金保険には8割（83．3％）、雇用保険には8割（83．2％）が加入  

している（表－1）  

○勤務時間が長時間であるほど、加入率は高い（図－1）  

（表－1）各種保険への加入率   （全体）  

健康保険  厚生年金保険  雇用保険  労災保険  

入   入   無   入   入   無   入   入   無   入   入   わ   無  
つ   つ   回   つ   つ   回   つ   つ   回   つ   つ   か   回  

て   て   国 凶   て   て   悶 l：：コ   て   て   国 l：コ   て   て   ら   国 由  

い   い  い い  い   い  い   い   な  

る   な  る   な  る   な  る   な  い   

い  い  い  い  

自治労計   90．4   7．4   2．2  83．3  13．8   2．9  83．2  13．7   3．1   27．4  42．0  26．8  3．8   

臨時職員   89．6   8．3   2．0  81．3  15．9   2．8  80．3  16．6   3．1   24．4  44．6  27．7   3．3   

非常勤・嘱託職員   91．9   6．2   2．0  87．1   10．5   2．4  88．2   9．3   2．5  30．3  39．4  26．2   4．1   
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（図－1－1） 健康保険の加入状況（過当たり勤務時間別）  

→1－￥、、  ノ  
30時間以上35時間未満  くゞ、ふブ予‡－≡≡≡滞≡澗魯 

1  

20時間以上30時間未満  

ロ健康保険入っている  

国健康保険入っていない  

□健康保険無回答   

0％  20％  40％  60％  80％  100％  
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（図－1－2） 厚生年金保険の加入状況（過当たり勤務時間別）  

20時間以上30時間 

B厚生年金保険   
入っている  

田厚生年金保険   
入っていない  

□厚生年金保険無   
回答  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  
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（図－1－3） 雇用保険の加入状況（過当たり勤務時間別）  

35時間以上40時間未満  

20時間以上30時間未満  

20時間未満  

粥仏法震二1イ喜しし’注ご葉菜澤≦至…三‘‘1｝汝      ≡珊てと   ’ヒナて㌍′き、欒 薫琴軽挙墜祭事槻闇随胡紛．0  

35時間以上40時間未満  購買折 

扁30時間以上35時間未満  諦  澤蔓≡≡≡≡ざ牌塁＝）1ニサ‥，・＝≒て  

ヾ 
：：ミ・1：＝；：  ≡釦 ≡≡封 

要義高以上30時間未満  

20時間未  
ー 

田雇用保険入っている  

盟雇用保険入っていない  

□雇用保険無回答   

0％ 10％  20％ 30％ 40％ 50％  60％  70％ 80％  90％ 100％  
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